
事前協議書（様式第1号） 基準 チェック コメント
・ 所在及び地番と公図とが一致しているか。 ―

・ 目的が記載されているか。 ―

・ 開発面積は実測か。 ―

添付図書 基準 チェック コメント
・ 市規則別表（第５条関係）に記載された図

書があるか。

事前協議書・添付図書チェック表により別
途審査すること。 ―

基準 チェック コメント
・ 開発行為の一体性はないか。 場所・事業内容・事業者・土地所有者・公

共施設・時期
3-3

第５　公共施設等の管理者との協議に関する基準 基準 チェック コメント
1項1号道路：道路管理者 5-3-⑴

私道（1項2号、3号又は5号道路）：道路管
理者、土地所有者

5-3-⑵

放流：河川管理者、農業用水路管理者 5-4

管理権限を有しない水利権者等がある場
合は協議内容が分かる書類

―

・ 公共施設について、管理者以外の土地所
有者がいる場合は、施行同意書・印鑑登録
証明書があるか。

―

・ 開発区域内、関する工事区域内に公共施
設がある場合は、【２２】公共施設等の管理
者等一覧表に記載されているか。

―

・ 開発区域周辺にバス停がある場合、移設
等について運行事業者と協議が済んでい
るか。

ゆ～バス：市交通防犯課

―

基準 チェック コメント
・ 予定建築物が用途に適合するか。 法第33条第1項第1号

用途地域（　　　　　　　　　）・用途地域外
―

・ 市及び県の土地利用計画に適合している
か。

6-1-⑵

・ 公共事業に支障を来さないか。 都市計画道路等注意 6-1-⑶

・ 宅地規模は適正か（最小宅地面積）。 ２００㎡以上、用途地域は１５０㎡以上 6-2-⑴

基準 チェック コメント
分譲開発の場合、区域内道路を設け、各
区画が接道要件を満たしているか。

7-2-⑴

区域内道路は、各宅地に接するよう配置
されているか。

7-2-⑵

直接乗り入れの計画の場合、要件に該当
しているか（基準第7-2-⑶参考図を参
照）。

7-2-⑶

単体開発（都市計画区域内）

0.5ha未満　：　4ｍ以上

0.5～1.0ha　：　5ｍ以上

1.0～5.0ha　：　6ｍ以上

5.0ha～　：　　9ｍ以上(条件により6.5ｍ)

分譲開発（都市計画区域内）

0.5ha未満　：　4ｍ以上
0.5～1.0ha　：　住宅地４ｍ、その他5ｍ以
上
1.0～5.0ha　：　住宅地5.5ｍ、その他6ｍ
以上
5.0ha～　：　9ｍ以上

開発許可事前協議に係る審査表

・ 開発行為に関係がある公共施設の【２１】管
理者の同意書があるか。

【周辺道路】
周辺道路の幅員は適正か。

※ 単体開発と分譲開発で適用条項が異な
る（詳細は基準第7-3を参照すること。）

※集合住宅は、区域内道路を入れる場合
でも単体開発で考える。

【区域内道路】
接道の方法は適正か。

・

・

第６　土地利用に関する基準

第７　道路に関する基準

一般的基準

7-3-⑴、
⑵

7-3-⑴、
⑶



6ｍ未満の場合、道路中心から3ｍセット
バック
※前面道路が成形であれば、3ｍ未満も
可
がけ地等の場合対面境界から6ｍセットバック

・ 【区域内道路】
取付道路の幅員は適正か。

主要道路の幅員以上 7-4

0.1～1.0ha　：　6ｍ以上

1.0～5.0ha　：　6.5ｍ以上

5.0～10.0ha　：　9ｍ以上(要2ｍ歩道)

10.0ha～　：　12ｍ以上(要2ｍ歩道)

１区画の敷地が1,000㎡未満：6ｍ以上

その他：9ｍ以上

小区画道路基準に適合する場合：4ｍ以
上

・ 【区域内道路】
舗装はアスファルトコンクリート舗装か。

インターロッキング等は道路管理者協議 7-6-⑴
ア、イ

表層5ｃｍ：密粒度アスコン（再生可）

上層路盤15ｃｍ：0～40粒度調整砕石
下層路盤35ｃｍ：0～40砕石又は再生骨材

・ 縦断　9％以下　小区画12％以下 7-6-⑵

横断　1.5％～2.0％ 7-6-⑶

・ 【区域内道路】
側溝はＵ側溝、管渠型側溝又は函渠型側
溝か。

宅地からの排水がない場合等はＬ字側溝
も可 7-6-⑷

・ 【区域内道路】
側溝の強度は十分か。

２次製品の場合、鉄筋コンクリート製 7-6-⑷-
ア

・ 【区域内道路】
蓋板はあるか。

耐輪荷重25ｔ以上

・ 【区域内道路】
10ｍおきに車道用グレーチングはあるか。

耐輪荷重25ｔ以上

・ 【区域内道路】
道路横断用グレーチングを使用する場合、
ボルトで固定されているか。

7-6-⑷-
ウ

・ 【区域内道路】
集水ますのグレーチングに盗難防止用
チェーンを設置し、又はボルトで固定してい
るか。

7-6-⑸

7-7-⑴
片側の場合1.5倍長

1.5倍長の例外に該当するか

・ 【区域内道路】
隅切り部分に構造物が設けられているか。

構造物の高さは15cm以上
7-7-⑸

原則通り抜け可能 7-8-⑴

袋路状の場合１２０ｍ以内

袋路状の場合、終端の転回広場又は幅
員８ｍ以上
開発区域から周辺道路への車の出入り
箇所は2箇所までか。

7-8-⑸

転落防止のための防護柵・ガードレール 7-9-⑴
道路屈折部に道路照明、道路反射鏡等

7-9-⑵

【区域内道路】
道路の舗装構成は適正か。

7-8-⑶

【交通安全施設】
道路管理者と協議の上、必要な施設を設け
ているか。

・

・

・ 【区域内道路】
道路の配置、形状は適正か

・ 【区域内道路】
主要道路（※通り抜けとなるメインの道路）
の幅員は適正か。

【周辺道路】
開発区域に接する道路（市道）が６ｍ未満
の場合セットバックの要否を判断（行政指
導）

・

7-5

7-6-⑴-
ウ

7-3-⑷

【区域内道路】
区画道路（※宅地乗り入れのための道路）
の幅員は適正か

【区域内道路】
道路勾配は適正か。

・ 【区域内道路】
隅切り長は適正か 7-7-⑵

・ 政令25
条2号、
省令20

条

7-6-⑷-
イ



【出入口】停止誘導線等 7-10-⑴

必要に応じ、反射板、区画線、ポストコー
ン設置
※道路の末端、側面に段差がある場合
は注意

7-10-⑵

・ 【区域内道路】
道路幅員内に電柱はないか

新設する区域内道路には、電柱を設置で
きない。 7-11-⑵

第８　公園、緑地又は広場に関する基準 基準 チェック コメント
１ｈａ未満：設置免除

条例

１ha～５ha未満：開発区域から250ｍ以内
に2,500㎡以上の公園があれば設置免除
（河川・鉄道・幹線道路に妨げられていな
い。）

8-1-⑴

・
令25条6
号

・ 公園は２面以上の道路に接しているか 1,000㎡未満の公園なら1面で可 8-2
高さは、0.9ｍ以上か

浸透槽と隣接の場合、フェンスが浸透槽
と公園の併用になっていないか。
道路の曲がり角付近でないこと。

幅員は3～4ｍ

車止めとフェンスの間の通行幅1～1.2ｍ

車止めは差込式で、市指定の鍵を取付

・ ベンチが設置されているか。 原則２基以上、腐りにくいもの 8-4-⑷

・ 遊具の設置はないか。 遊具の設置は不可 8-4-⑷

・ 植栽する場合は低木であるか。 外周から一定の距離を確保する。 8-4-⑸

・ 山砂又はそれ以上の防草・排水性を確保
できているか。

8-4-⑹

・ 住宅以外の単体開発の場合は緑地、広場
（空地）で可

空地を設置する場合、公園は免除
空地の場合は幅1.5ｍ以上の通路を確保
すること。

―

第９　消防水利に関する基準 基準 チェック コメント
・ 防火水槽を設置する場合、道路の地下に

計画されていないか。

防火水槽は、道路を除く公共施設の地下
か、専用敷地を確保し設置する。 9-2

・ 消防水利施設から１２０ｍの範囲内にある
か。

包含図示されているか
※自己居住用は不要 9-3

基準 チェック コメント
・ 区域と隣接地に雨水の流出入がないか 分譲の場合道路取付け部に注意 ―

必要に応じ調整池を設ける 10-1-⑴
雨水幹線に放流が可能か(下水or道路課と協議) ―

1ha未満は浸透式も可 10-2-⑴

1ha～5ha未満は浸透併用式（ゼロ放流）
も可

10-2-⑵

・ 市が帰属を受ける浸透施設の構造・配置
【共通】

設置不適地（災害危険区域等及びそれら
周辺地）でないこと。

浸透試験を行っていること（試験結果添
付）。
地下水位が浸透面から50cm以上下位に
位置しているか。
底面がれき層に接していること。

適切な安全率を用いていること。

浸透式は5年確率降雨強度式、浸透併用
式は10年確率降雨強度式で算定されて
いること。
雨水を直接流入させないこと。

浸透部が隣接地との境界から2ｍ以上の
距離が確保されていること。
設置方法は適切であること。

免除の場合－免除規定に合致するか

公園の配置・面積は適正か
　　3,000㎡以上の場合３％以上必要
　　計画　　　　　　　㎡　＞　開発面積（　　　　　　　　）×３％＝（　　　　　　　　）

出入口は適正か

フェンスは設置されているか

雨水の処理は放流式か

【安全対策】
適正な対策がとられているか。

・

・

・

・

・

8-4-⑵

8-4-⑶

第１０　雨水及び汚水の処理に関する基準

10-3-⑴
-ア



・ 市が帰属を受ける浸透施設の構造・配置
【オープン式】

1.8ｍ以上のフェンス。出入口は内開きの
扉を設け、市指定の鍵を取付

フェンスの基礎は原則として連続基礎

公園隣接の場合は、それぞれにフェンス
があるか(併用になっていないか)。
管理幅：２ｍかつ勾配１５°以下。構造は
鉄筋コンクリート敷
ステップの設置

ゴミステーション併設の場合は一部区間
のみ管理幅0.8ｍが可能
道路に接さないとき管理用通路４ｍ(コン
クリート敷)。必要に応じ、差込式の車止
め

・ 市が帰属を受ける浸透施設の構造・配置
【地下式】

樹脂製滞水材又はプレキャストコンクリー
トその他の製品を使用しているか。

管理人孔の設置（90cm四方以上）

管理人孔の底板は、浸透施設の底板より
も低いか。
管理人孔には15cm以上の泥だめ

管理人孔と浸透施設は密着しているか。

導入部の下部にフィルター設置

浸透施設の全面を巻き込むように透水
シートが敷設されているか。
管理人孔の深さ3ｍ以上：上部に転落防
止措置
管理人孔の深さ4ｍ以上：中間スラブ

上下水道管　縦断1ｍ以上、横断2ｍ以上
の離隔
宅地から0.3ｍ以上の離隔

道路内の設置：短辺２ｍ以下

浸透施設の上部に構造物は不可

・ 開発事業者が管理する浸透施設の構造・
配置【共通】

設置不適地（災害危険区域等及びそれら
周辺地）でないこと。

浸透試験を行っていること（試験結果添
付）。
地下水50ｃｍ以上

底面がれき層に接していること。

適切な安全率を用いていること。

浸透式は5年確率降雨強度式、浸透併用
式は10年確率降雨強度式で算定されて
いること。
雨水が直接流入させないこと。

浸透部が隣接地との境界から2ｍ以上の
距離が確保されていること。
設置方法は適切であること。

・ 開発事業者が管理する浸透施設の構造・
配置【オープン式】

1.8ｍ以上のフェンス。出入口を設ける。 10-3-⑵
-イ

・ 開発事業者が管理する浸透施設の構造・
配置【地下式】

砕石を充填する場合：単粒度砕石4号以
上、砕石と土砂の境には透水シート（空隙
率は0.3～0.35）
浸透施設内部には上下水道管等の設置
は不可
維持管理のため点検口を設置

浸透施設の上部に構造物は不可

コンクリート又は鉄筋コンクリート製。内
径・内法30～50ｃｍ
蓋は鋳鉄、鉄筋コンクリート製等

底部に泥だめ15ｃｍ以上

・ 排水施設計画平面図に側溝・流入管渠の
流水方向・勾配、地表の流水方向が記載さ
れているか。

雨水ますの構造・配置は適正か。・

10-4-⑵

10-3-⑴
-ア-

（キ）、
10-3-⑵

-ア-
（キ）

10-3-⑴
-イ

10-3-⑵
-ア

10-3-⑴
-ウ

10-3-⑵
-ウ



・ 側溝等の受持面積は流域図等に記載され
ているか。

・ 排水施設、浸透施設の計算書は正しいか。 別途審査すること。

・ 下水の排除方法は分流式か。 10-5-⑵

・ 市下水道条例に基づき設計、施工されてい
るか。

10-5-⑶

・ 浄化槽処理水が開発行為により設置され
る雨水排水処理施設に流入していないか。

10-5-⑸

第１２　公益的施設に関する基準 基準 チェック コメント
各戸１台以上

１台当たり5m×2.5ｍ

・ 分譲系・共同住宅の場合、ごみ置場の面積
は適正か

１戸×0.2㎡
12-2

第１３　擁壁等に関する基準 基準 チェック コメント
・ 崖面は適正な擁壁等使用がなされている

か。

義務設置擁壁でＬ型擁壁を使用する場合
は大臣認定品を使用すること（認定書、
製品カタログ等添付）

13-1

義務設置擁壁を使用しない場合、構造計
算書の添付

―

・ 崖面等は適正な保護措置がなされている
か。

切土２ｍ、盛土１ｍ、切盛２ｍを行う場合
は擁壁を設置

切土の崖面の勾配35°以下、垂直距離5
ｍ以内の崖面の勾配45°以下の場合
は、石張り、芝張り、モルタル吹付等

・ 裏面排水をよくするための施工がなされて
いるか。

栗石・砂利等による裏込め、透水シートの
貼付等 13-3-⑵

・ 建築確認申請がなされているか。 擁壁の高さが2ｍ超 13-3-⑶

・ 新設公共施設のL型擁壁、基礎コンクリート
等が民有地との境界をはみ出していない

逆Ｌ型擁壁注意
―

・ 民有地のL型擁壁、基礎コンクリート、建物
屋根等が新設公共施設との境界をはみだ
していないか。

管理予定者の了解があれば可（協議書に
経過が記載されているか。） ―

第１４　災害危険区域等に関する基準 基準 チェック コメント
・ 開発区域が開発不適地（災害危険区域・地

すべり防止区域・土砂災害特別警戒区域・
浸水被害防止区域・急傾斜地崩壊危険区
域）でないか。

指導事項調書に大田原土木事務所、市
危機管理室等に確認した結果（確認日、
担当者等）が記載されているか。 14

第１５　緩衝帯に関する基準 基準 チェック コメント
・ 緑地帯・緩衝帯 １㏊以上の場合

第１７　関係権利者の同意に関する基準 基準 チェック コメント
・ 【３】開発区域内権利者一覧表に記載され

た関係権利者が【４】土地登記事項証明書
と一致するか。

・建物に関する登記簿がない場合は固定
資産評価証明書等の添付を求める ―

・ 開発区域内に開発事業者以外の者が所有
権、抵当権等を有する土地・建物がある場
合、【５】施行同意書・印鑑登録証明書があ
るか。

―

・ 公共施設以外の国有地がある場合、払下
申請書等の写しがあるか。

・市有地の払下げ協議の場合は契約書
の写しを求める。 ―

・ 関係権利者の同意
　相当数の同意があり、着手までに関係権
利者全員の同意が見込めるか。
※法32条により帰属する公共施設用地
は、事前協議の承認前に関係権利者全員
の同意を得るよう指導すること。

・所有権　　　　　筆（同意　　　筆）
・抵当権　　　　　筆（同意　　　筆）
・根抵当権　　　 筆（同意　　　筆）
・　　　　　権　　　筆（同意　　　筆）
・　　　　　権　　　筆（同意　　　筆）

17-2
18

関係権利者全
員の同意がな
い場合、工事着
手ができない。

・ 共同住宅の場合、駐車場の区画は適正か 12-1

13-2

10-3-⑴
-ア-

（キ）、
10-3-⑵

-ア-
（キ）



その他基準 基準 チェック コメント
・ 樹木の保存・表土の保全（１㏊以上の場

合）
法33条9

号

・ 輸送施設（40㏊以上の場合） 法33条
11号

・ 申請者に資力信用はあるか。（暴力団員と
関係を有する事業者等ではないか。）

法33条
12号


